
1A01 企業による技術標準化組織の 設立・主導 

0 吉田孝志 ( 日本電気 ) 

1. 謂俺 の 背 Ⅰ 関 ・団体 ( 全国銀行業界など ) は調査対象から 除 

一般に技術標準は「公的標準」「フォーラム 標 外した。 調査時期は 20 ㏄年上 戸 ～ 9 月であ った。 

準 」「デファクト 標準」に分類される。 近年はこの 

中 でもフォーラム 活動が活発化しているといわれ 3. 臆杢 結果 

る 。 これは、 有志企業や研究機関が 協力して「フ 調査の結果、 IT 関連技術の技術標準化に 関係し 

オーラム」などと 呼ばれる組織を 設立し、 技術 標 ている機関・ 団体 474 個がリストアップされた。 

進化を進めるものであ る [1] 。 う ち活動中のものは 458 個であ った。 

しかし、 大学や研究機関が 中心となっている フ これらの機関・ 団体の法的位置づけは、 公式の 

オーラムと、 企業が中心となっている フ オーラム 団体 ( 米国であ れば NCPI 弘法に基づくジョイン 

とでは、 性格が異なるように 思われる。 例えば トベンチャー、 日本であ れは公益法人や 技術研究 

W3C1 が目標として「オープンな 仕様を策定する」 組合 ) のこともあ れば、 任意団体のこともあ った。 

「最新技術を 取り入れる」と 掲げている一方で②、 機関・団体は 図 1 のように分類できる。 

SSFDC フォーラム 2 は「スマートメディアⅠとい 

う特定の技術を「デファクト・スタンダードに す 4.  フ オーラムの分類 

るコ としているのであ る [3L 。 フ オーラムは次のように 分類できるよ う であ る。 

そこで、 IT 業界における 事例を中心に、 企業に 技術志向 フ オーラム 

よる フ オーラムの設立・ 主導について 分析した。 技術 楳準 化に関心を持っ 金 葉や研究 構関 が集 

なお、 技術標準化のために 設立される組織の 名 まり・規格を 統一することを 活劫 内容とする 

称は 「 フ オーラム」「コンソーシアム」「アソシエ 競争志向 フ オーラム 

一 ションⅠ「バループ」など 様々であ るが、 以下で 「一部の特定企業」によって 主辞され、 「特定 

は 先行研究に従い、 これらを一括して「フォー ラ の 技術」について 規格を統一し 、 「その技術を 

ム 」と呼称する。 % 台技術との市め 無手に勝たせ テ ファクト 楳 

準 とするⅠことを 活劫 内容とする 

2. 俺蚕 方法 両者を比較すると 図 2 のような特徴が 見いだせ 

技術標準化機関・ 団体のウェブサイトを 調査の る。 

主要な情報源とした。 加えて新聞報道、 企業の二 大学や研究機関によって 設立された フ オーラム 

ユー スリリース、 関連文献回などから 情報を収集 は全て「技術志向フォーラム」であ った。 企業に 

した。 さらに社内でヒアリンバを 行った。 ただし よって設立されたフォーラムは「競争志向 フオ一 

特定業界内の EDI データ仕様を 決定している 機 ラム」であ ることが多かったが、 TCP 甲や tmDI4 
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技術標準化に 部分的にかかわることはあ っても、 技術標準化そのものは 機関・団体の 主目的では 
  ないもの。 具体的には、 産業振興などを 目的とする政府系機関、 業界内の意見交換などを 行 う業   268 
界 団体、 企業間の共同研究開発グループなど 

公的標準化機関 43 

技術標準化を 主目的 大学・研究機関等によって 設立されたもの   

とする機関・ 団体 フォーラム 企業によって 設立されたもの Ⅰ 35 

政府・政府系機関によって 設立されたもの 5 

図工 調査対象となった 技術標準化機関・ 団体の数 ( 活動中のもの ) 

技術志向 フ オーラム 競争志向 フ オーラム 

組織の目的 技術標準化に 関が集まり、 関心を持つ企業や 規格を統一する。 研究機特定の 技術について 規格を統一し、 競合技術と         0 市場競争に勝たせデファクト 標準とする。 

メンバ一の 構 

成   

大学、 研究機関、 企業などの研究者 グ         1 社から数社の 特定企業によって、 ビジネスの 

組織のリーダに ループによって、 出る形で主導される。 研究者の個性が 前面一環として 粗織的に主導される。           「あ るフォーラムへは、 日本企業からは 技術者 

Leonardo Cbia 「 i 目わ ne の呼びかけに         が出ていくが、 外国企業からは 弁護 モが 出てく 

よって設立された DAMC. がその 例 。         る 」という声もあ った。 

会員制度 

  
      議論に参加できる「ステアリンババループ ( あ 

参加費の額によって 議決権 などに格差 ; るいは類似した 名称の租 織 ) のメンバⅠと、 
があ ることが一般的であ るが、 定めら ; 情報の提供を 受けるだけの「一般メンバー」と 

れた額を支払いさえすれば 誰でもそれ ; いった区別があ り、 一般メンバーとしての 参加 
に 応じた権 利を得ることができる。         は誰でも可能であ るが、 ステアリンババループ 

      への参加は限定されている。 
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図 2  フォーラムの 分類 

のようにオープンな 性格を有する 中間的なフォー は、 「技術志向フォーラム」であ ることが多かった 

ラム や 、 技術志向 フ オーラムであ ることもあ った。 が、 GSMA ㏄ o ㎡ ation のような「競争志向フォー 

政府・政府系機関によって 設立される フ オーラム ラムⅠの例もあ った。 
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5. 億年志向 フ オーラムの 組笘 桂皮 

OSCI6 を例に、 競争志向 フ オーラムの組織構成 

を説明する。 

OSCn は、 LSK の設計に使用される 拡張 C 言語 

「 Sy8 ね mC 」の開発と標準化に 取り組んでいる。 

設立は㏄年 9 月 27 日。 メンバ一企業は 、 S ね e Ⅱ㎎ 

Group を構成する 12 社と、 ㏄山山 u ㎡ ゆ Charter 

Mem ㎏ r8 の 45 社からなる " メンバ一企業は「 べ 

ンダ一企業Ⅰと「 ュ 一ザ一企業」とに 分類できる。 

ベンダー全集 

的山 0P8% 、 ㏄ Wam の 2 社はべンダ一企業であ 

る。 Sy8 ね mC の開発にあ たって、 S 月め P8y8 は 

「 See ㏄ 卍 」と呼ばれる C 甘言語に関する 研究開 

発成果を、 CoWam はハードウェアーソフトウェ 

アインタフェースの 抽象化技術と 同社の専用言語 

「 RTC 」を提供している。 

スーサー全集 

血 fim ㏄ n 、 Lu ㏄ nt 、 も℡ C 、 TI など大手半導体 

メーカーは ユーザ 一企業であ る。 S 押ね mC に関連 

する技術を提供することはないが、 仕様策定に対 

しては意見を 表明する。 2 ㏄ 0 年 3 月に公開され 

た Sy8 ね mCVerBionl.0 は ユーザ 一企業の意見が 

取り入れられたものになったという。 

6. 抗争志向 フ オーラムを設立する 目的 

企業が競争志向フォーラムを 設立する目的は ユ 

ーザ 一企業の囲い 込みにあ ると思われる。 CDG6 

はその成功例といえる。 

QU 皿 ， COMM は 85 年に創業。 ㏄ 午 、 CDMA 

cdmao ㏄とした。 2 ㏄ 0 年 9 月現在、 CDG には 

通信業者、 端末メーカー、 システムベンダ 一など 

120 社が参加している。 これにより QUM ん OMM 

は自社技術の 普及に成功した。 20 ㏄年 3 月の時 

点で cdma0 ㎎は世界で 5700 万の加入者を 獲得 

している。 

ただし、 競争志向フォーラムには 市場競争に敗 

れるリスクもあ る。 ㏄年代双半にワークステーシ 

コ ンのデファクト 競争で SunM ℡㏄ 膵ね 沖に敗 

れた ACEI ㎡ tiative' がその例であ る。 

7. 各社の活 劫 状況 

米国 

米国企業でフォーラムの 設立に最も積極的なの 

は In ね l であ る。 In ね Ⅰは、 DDW ぴ 、 HomeI 田 W ㎝ 、 

HomePNA  l0  、 HomePlug  nl  、 PeeF 騰 ・ P ㏄ r 

Worki ㎎ Group 、 SBS.IFI2 などにおいて 主導的な 

立場にあ る。 他に Micr ㏄ o ぬ 、 IBM  、 Lu ㏄ nt 、 

Mo め rNla 、 No 「 tel 、 C 由 ㏄、 Synop8y8  などもいく 

っか のフォーラムを 主催している。 

また米国では、 先に例示した QU Ⅲ， COMM を 

始め、 創業後数年のべンチャ 一企業が フ オーラム 

を設立する事例が 見られる。 それらの例を 下記に 

示す。 

企業名 
創業 設立した 設立 
年 フ オーラム 年 

sa Ⅱ D 速 Ⅱ ， 88@ CFA13 

  

技術に よ るデジタル携帯電話を 実現するための 墓 l 曲 り Ⅱ 皿 ce     

本 特許を取得した。 しかしサービスの 開始では 

GSM 方式、 TD Ⅶ (IS.54 方式、 PDC 方式など「二 % 器 よま ぢ 3% 笘器轟器牲 "mentI ㎡ 宙ぬ ve 

  

と 共に CDG  を設立した。 97  年にはプランド 名を lI  12  HomeP Sm もれ Ⅰ Ba hug  走め PoweI げ Sys № 1e7% ㎞ ユ lmpleme Ⅰ 土み ニ %ce 皿ね rs  Forum 
l3  COmPa れ下 Ⅰ aSh  A ㏄ 0 ピ a 廿 On 

5  0pen  Sys ね mC  Ⅱ五億 a 億 ve I4  Biome ㎡ c 柚 ， pIication  In ぬぬぬ e  Co ㎎ 0 ㎡㎜ 
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Phone ， com ・ 94 W 皿 F0 皿 16 97 
emWare り 6  ETIA Ⅱ ia Ⅱ cel7  。 98 
1 血ぬ Ⅰ 皿 ， 96  C0 皿ね n も B Ⅱ d  e  。 00 
血荻 tGo '97@ MAL@Forum18@ ， 99 

欧州 

欧州での技術標準化活動は 政府によって 主導さ 

れるものが中心であ ったが、 近年は企業によるフ 

ォーラムの設立・ 主導も活発化している。 E Ⅱ㏄ 80n 

は Bluetooth  SIG  lg や M 田 ㏄を、 Nokia  は米 

Phone. ㏄ m  と協力して WAP  Forum  を推進して 

イー システム推進協議会を 設立したシステムニー 

ズ ( ㏄ 年 創業 ) 、 セキュリティポリシーアライア 

ンスを設立した アズ ジェント (97 年創業 ) 、 20 ㏄ 
年 10 月末に日本バイオメトリクス 認証協議会を 

設立予定のマックポート・バイオセキュリティー 

(2 ㏄ 0 年創業 ) などがあ る。 しかし、 欧米のべン 

チャ一企業が 推進しているフォーラムと 比較する 

と、 参加企業の数は 少なく、 国際展開という 点で 

も 及ばないようであ る。 

ベンチャ一企業の 限られた経営リソースでは、 
いる。 

ベンチャ一企業の 動きも始まっているようであ 

る。 ドイツの BROKAA@TI ㎡ 08y8 ぬ m8 (94 年創業 ) 

は MobileEl ㏄ 七 ㏄㎡ CSi 伊 atu 托 Con ㏄れ田 m を 、 

同じくドイツの S 山の mSy8 ね m8  (94  年創業 )  は 

MOST  C ㏄ peration2l を設立している。 

自らフォーラムを 設立しそれを 国際的に展開する 

といった活動は 困難であ ろう。 このような活動に 

対する公的支援等が 必要ではないぼろ うか 。 

8. まとめ 

  IT 関連技術における、 技術標準化のための 企 

日本 

日本企業では 東芝が最もフォーラムの 設立に積 

極的で、 DV の Forum 、 HAVi Orga ㎡ れ tjon ね 、 

SDAg3 、 紐 0 ぴ 4 、 SSFDC フォーラムなどを 設立 

している。 NTT グループは、 IC カードビジネ、 ス 

モデル協議会、 次世代 IC カードシステム 研究会、 

日本マルチペイメントネットワーク 推進協議会な 

どを運営しているが、 いずれも活動の 範囲は日本 

国内にとどまっている。 他にはソニー、 松下電器、 

三洋電機などによる フ オーラム設立の 動きがあ る。 

一方で三菱電機、 富士通、 NEC などはこうし 

た活動には消極的なようであ る。 

ベンチャ一企業では、 IC カード対応セキュリ テ 

業 による フ オーラムの設立・ 主導について、 ウ 

ェブサイトの 情報やヒアリンバ 調査に基づい 

て分析した。 

  フ オーラムは「技術志向 フ オーラム」と「競争 

志向フォーラム」とに 分類できる。 企業が設立 

する フ オーラムに は 後者が多い。 

  企業が競争志向フォーラムを 設立する目的は 

スーザ一企業の 囲い込みにあ ると思われる。 

  欧米では、 ベンチャ一企業がフォーラムを 設立 

し国際的に展開している 事例が見られる。 

  一方、 日本のべンチャ 一企業が組織している フ 

ォーラムは、 参加企業の数が 少なく、 国際展開 

という点でも 及ばない。 このような活動に 対す 
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る 公的支援等が 必要ではないだろうか。 
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